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Abstract
Recently open innovation between universities and industries has become more important system for cosmetic science 

in Japan. For this open innovation, joint research chairs in universities is available not only for industries but also for univer-
sities because of its propulsive force. Therefore, Mandom Corporation and Osaka University established the joint research 
chair in Osaka University in 2015. So far, we succeeded in isolation of sweat gland stem cells possessing the ability to regen-
erate sweat gland-like structures in vitro and visualization of the three-dimensional structure of the sweat gland, which regu-
lates body temperature. Through these findings, we also succeeded in establishing an evaluation method for thermoregulatory 
sweat glands by visualizing and quantifying perspiratory contractions. In addition, quantifying the amount of sebaceous mat-
ter produced in human sebaceous gland and establishment of a new evaluation method were succeeded. Through collabora-
tion with the National Institutes of Biomedical Innovation, Health and Nutrition, we confirmed for the first time in Japan that 
TRPM4, a cell sensor, controls inflammatory reactions in keratinocytes. In this review, brief summary of these research find-
ings and explanation for benefits of join research chair are mentioned.
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1. は じ め に

昨今，わが国の技術力の低下が叫ばれるようになって
久しくなっています。また，研究プロジェクトの大型化
に伴い，大学，企業は，基礎研究から商品開発まですべ
て自前で実行することが困難になってきています。これ
らの問題を解決する一つの方法として提唱されているの
が，産学連携によるオープンイノベーションです。オー
プンイノベーションとは，一つの組織が内部の技術や知
見の研究・開発・製品応用に向けて，外部との協力を経
て新たな価値を生む手法です。日本政府は，目指すべ
き未来社会の姿として，AIやビッグデータを活かした
人間中心の社会「Society5.0」を提示しています（Fig. 1）。
それを実現するにはさまざまな分野でイノベーションが
必要であり，産学連携によるオープンイノベーションに
向けられた期待も大きくなっています。
わが国が産学連携によるオープンイノベーションに
期待するのは大きなわけがあります。日本は，20世紀，
アジアだけでなく世界を技術力で牽引してきました。し

かし，21世紀に入り，人口の減少，新興国の台頭など
の原因から，資金面で大学，産業ともに大きく国際競争
力が低下してきております。中国の台頭を考えると，相
対的な競争力は各個の組織ではこれからも低下し続ける
と予測されます。そこで，研究や開発において，異なる
立場，異業種が知恵を出し合って効率よく社会実装する
オープンイノベーションを強く推進し，現状を打破す
ることが，わが国における大学，企業の一つの生き残る
道として提唱されているのです。実際に産学連携は経
済規模の拡大が停滞するなかでも，平成23年度から平
成28年度の5年間で約1.4倍と着実に拡大しております
（Fig. 2）。しかしながら，2017年度の大学における研究
費の民間負担額は日本が2.6%であったのに対し，米国
は5.2%，中国は30.2%と，わが国は産学連携において
もまだまだ後進国であると言えます（Fig. 3）。
産学連携で代表的な形態として，共同研究，寄付講座
があります。いずれも企業側が資金を提供しますが，前
者は知財が共同であるのに対し，後者は大学側が知財を
単独で有し，企業に還元されないという違いがありま
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